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学校における電子書籍貸出サービス

（電子図書館）の現状と公立図書館との連携
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1. はじめに
　学校図書館はその根拠となる「学校図書館法」第 2
条において、「教育課程の展開に寄与する」ことが求
められている教育施設であり、そこで収集・提供され
る情報はすべて学習材であると言える。情報化社会に
おいてメディアは多様化し、その内容も多岐にわたり、
学校図書館が収集すべき学習材も多様化している。と
りわけ、GIGA スクール構想において児童生徒に一人
1 台端末が導入され、インターネットでの情報検索が
当たり前になり、デジタル教科書の活用が必須となる
中で、学校図書館において電子書籍サービスをいかに
導入し活用していくかは喫緊の課題ともいえる。 
　また、2023 年 3 月に閣議決定された第五次「子ども
の読書活動の推進に関する基本的な計画」（1）では、方
針の一つに「デジタル社会に対応した読書環境の整備」
が掲げられており、多様な子どもたちの読書機会の確
保、非常時における図書等への継続的なアクセスを可
能とするために、電子書籍等の利用、学校図書館の
DX を進める必要があるとしている。 
　なお、本稿における電子書籍貸出サービスとは、電
子書籍サービス提供事業者が提供する、Web ブラウ
ザやアプリで電子書籍（オーディオブック含む）が閲
覧できるサービスを指すものとし、国立国会図書館（以
下、NDL）等におけるデータ送信サービスや青空文庫
等の無料の電子書籍サービスについては含まない。ま
た、一般的になじみのある「電子図書館」という名称
を使用することとする。 

2. 学校における電子図書館導入の現状
　それでは実際に学校には、電子図書館はどのくらい
導入されているのだろうか。日本体育大学柏高等学校
が 2016 年に（2）、工学院大学附属中学校・高等学校が
2018 年に電子図書館を導入（3）するなど、一部の私立学
校などで早くから導入している例もあるが、全国的に
もまだ導入が進んでいないというのが現状である。文
部科学省の調査研究（4）によると、電子図書館を「すべ
て」または「一部」の公立学校で導入している自治体
の割合は、2020（令和 2）年度が 2.0％、令和 4 年度が 8.5％
と少しずつ増加傾向にあるが、導入している学校はま
だ多くない。導入が進まない理由としては、予算の不

足や導入に関する知識不足などが挙げられている。ま
た、前述した私立学校 2 校は、導入にあたって学校図
書館が主体になったことから考えると、学校図書館担
当教職員の関わりも大きい。
　さらに、同調査において NDL の視覚障害者用デー
タ送信サービスと無料の電子書籍サービスの利用状
況についても質問しているが、「すべて」または「一
部」の公立学校でサービスを導入している自治体の割
合は、それぞれ 1.7％と 10.9％で、同様にあまり活用
されていない状況である。活用が少ない理由としては、
電子書籍サービスに関する知識不足という点が挙げら
れるだろう。2022 年 8 月には、文部科学省から事務連
絡「1 人 1 台端末環境下における学校図書館の積極的
な活用及び公立図書館の電子書籍貸出サービスとの連
携について」（5）が、全国の公立・学校図書館及び教育
委員会等に送られた。

3. 自治体主導による学校向け電子図書館
　公立学校での電子図書館導入は、自治体の決定に従
う必要があることも多く、私立学校のように個別での
導入が難しく、自治体が学校向けに電子図書館を導入
するケースと、公立図書館の電子図書館を学校で利用
するケースが一般的である。自治体が学校向けに電子
図書館を導入したケースとしては、例えば 2020 年に
学校向けの電子図書館「ともなりライブラリー」（6）を
開設した栃木県矢板市が挙げられる。また、愛知県日
進市は、2023 年、日進市教育委員会が学校専用の電子
図書館「にっしん学校電子図書館」を開設したが、同
取り組みはコンテンツ購入のためにクラウドファン
ディングを実施（7）したことでも話題になるなど、導入
事例は多様である。
　サブスクリプションを活用した電子図書館を選択す
る自治体もある。全国の教科書供給会社の有志 29 社
と出版社 8 社が共同開発した「School e-Library」（8）は、
小中高等学校向けの電子書籍の定額制読書サービス
である。年間 2 万 8,800 円という安価な設定で、41 ア
カウントが発行され、1,000 冊の本を読むことができ、
導入を決めた自治体も多い（9）。
　また、神奈川県鎌倉市は、2021 年 5 月「読書館」（10）

の活用を開始した。GIGA スクール構想端末を活用し
た読書推進を意識したもので、「読書館」では、銀の
鈴社発行の本や青空文庫を中心に 1 万 2,000 冊ほどの
本を読むことができる。
　山梨市では、2024 年度に、読み放題型電子図書館

「Yomokka!（よもっか !）」（ポプラ社）を一括採用し、
市内の小中学校全 11 校に導入した。「Yomokka ！」
の導入は、山梨出身の大村髙氏によって創設された「山
梨市教育ゆめ基金」を原資として実現（11）した。同様に
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横浜市も、2024 年度に「Yomokka ！」を試行導入し
ている（12）。ポプラ社は子ども向けの紙媒体の百科事典

「ポプラディア」を出版し、多くの学校図書館で導入
されているが、オンライン百科事典の「Sagasokka！（さ
がそっか！）」と「Yomokka ！」をセットで導入する
学校もある。また、主に高校生向けの事典類を提供す
る総合データベース「ジャパンナレッジ School」（13）で
は、岩波新書や岩波科学ライブラリーなどの本も読む
ことができるなど、読書と調べ学習（探究的活動）を
意識したサービスも進んでいる。いずれにしても、公
立学校における電子図書館導入に関しては、まずは自
治体（主に教育委員会）がその継続も含め、どう動く
かが鍵となると言えるだろう。 

4. 公立図書館と学校との連携の現状と事例
　電子出版制作・流通協議会（以下、電流協）の 2025
年 4 月 1 日現在の調査（14）によれば、電子図書館を導入
している公立図書館は 591 自治体、471 電子図書館で、
この導入率は公立図書館全体の 33.1％にあたる。学校
との連携以前に、公立図書館の電子図書館導入につい
ても、いまだ課題を残すところである。 
　それでは、公立図書館と学校との連携はどうなって
いるのだろうか。文部科学省の 2022 年度の調査結果（15）

を見ると、公立図書館で導入された電子図書館を、「す
べて」または「一部」の公立学校で導入している割合
は 11.2％と、決して多くない。 
　いち早く連携を進めたのが大阪府東大阪市だ。2021
年 4 月から電子図書館「ひがしおおさか電子図書館」
を導入（16）し、全国に先駆け、公立図書館の学校連携を
推進している。夏休みに児童生徒がタブレット端末を
持ち帰った際、自宅で電子書籍が読める環境を整える
ために、同年 6 月にタブレット端末に ID 連携を行っ
たが、その ID は iPad の Apple ID に電子図書館サー
ビスIDを連動させた（17）という。また、東京都立川市は、
2021 年に市立小中学校の全児童生徒約 1 万 2,400 人に

「たちかわ電子図書館」の利用カードを配布した（18）。
　東京都日野市では、2024 年 9 月から、市内の全小中
学生及び教員に「ひの電子図書館」の専用 ID を配布、
これにより、図書館の利用者カードがなくても、電子
図書館の利用が可能となった。約 2,000 点の電子書籍
のうち、子ども向けの電子書籍は約 900 点で、これに
は読み放題コンテンツが 595 点含まれる（19）。日野市で
は、刊行物と公文書について、図書館とふるさと文化
財課が共同で「日野町・日野市行政文書」と「七生村
役場文書」のデジタル化も進めている。同じく 2024
年 9 月から、市立の全小中学生と教職員に電子書籍閲
覧専用の利用者 ID を発行し、電子図書館を導入した
静岡市も、郷土資料「静岡資料」を提供（20）している。

日野市と静岡市は電子図書館も導入しているが、一方
で、電子図書館導入には至っていないが、地域資料や
学習コンテンツのリンク集などを子ども向けに提供し
ている公立図書館も多い。
　電流協の 2024 年度のアンケート結果（21）によると、
自治体内の学校との連携は、2022 年から 2023 年にか
けて増加し、2024 年度調査では、電子図書館を導入し
ている自治体（回答数が 363 館）のうち 46％にあたる
167 館が、学校の授業や読書活動での利活用を行って
いると回答している。公立学校が公立図書館と連携を
行うには、教育委員会や学校（主に管理職）の理解が
必要なケースも多く、必ずしも学校や学校図書館との
連携にはつながらない。学習活動や読書活動を推進す
る意味においても、今後は学校図書館の電子図書館へ
の積極的な関与が望まれる。

5. 学校における電子図書館導入の課題
5.1 学校と公立図書館とが連携する上での課題
　学校と公立図書館の連携においては、公立図書館と
教育委員会がどのように連携していくかが重要となっ
てくる。さらに、連携を円滑に行うため、ID の発行
等の問題はもちろん、どう運用するか、卒業時にどう
対応するか等を取り決める必要がある。
　ID をどう付与するかという点においては、例えば
東京都八王子市では、児童生徒がもともと学校図書館
の本の貸出しに使用していた ID を電子図書館の ID と
して使用することで一括登録を可能とした。これは、
市立図書館と学校図書館が同じ図書館システムを使っ
ていたことにより、スムーズに連携することができた
という（22）。市立図書館の ID を既に持っている児童生
徒は 2 つの ID を持つことにはなってしまうが、保護
者の同意等が必要とされる市立図書館の登録が不要で
あるという利点の方が大きいと担当者はいう（23）。また、
電子図書館の利用は、学校休業日の 8 月等は少なくな
る傾向にあるとのことで、ここでも学校での利用の比
重が大きいことがわかる。八王子市の例は、公立図書
館と教育員会、そして学校がうまく連携している好例
であると言える。 
　公立図書館側の問題としては、まず電子図書館が導
入されていても、学校と連携できるほどのコンテンツ
がないことが挙げられる。反対に学校側の問題として
は、まずは誰が連携を担当するかという問題がある。
公立学校での導入は、教育委員会の主導が不可欠であ
るが、連携後の学校側との調整も課題となる。学校図
書館で働く学校司書は非正規雇用であることも多く、
ID の管理や運用を任されないケースも多い。管理職
や教員の理解が得られないと、導入後も適切な利活用
は難しい。利活用を進めるためには、管理者をどうす
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るかの検討はもちろんのこと、電子図書館や電子書籍
の利用促進のための教育（司書教諭を含む教員への研
修、児童生徒への活用指導）も必要だろう。
　また、「読書は紙で」、という認識が強いことも学校
の特徴の一つかもしれない。電子書籍の導入に際し、
教職員からの拒否感が強いことが導入の障壁になって
いる事例も存在する。特に小学校低学年ではその導入
に否定的な声もあり、全市的な導入につながらないと
いう。一人 1 台端末の環境やバリアフリー図書などの
観点からも、ICT を活用することの利点や児童生徒の
ニーズや個別の状況に配慮した柔軟な対応を考える必
要がある。加えて、学習に役立つかという疑問の声も
聞く。そうした声に対しては、授業での活用例等を発
信していくことで理解を深め、連携を進めていくこと
が期待される。

5.2 卒業後の電子図書館利用に関する課題
　学校が電子図書館を導入するケースとしては、前述
したように自治体（教育委員会）が独自に導入するケー
スがみられるが、多くは義務教育年限を超えると使え
なくなってしまう。生涯学習の観点から見ると、卒業
後も使い続けることができる公立図書館の電子図書館
を活用することが望ましい。
　日進市では、市立図書館が電子図書館の予算を管理
しており、各学校の学校司書等の要望を聞きながら選
書を行っている。2024 年度の予算のうち、多くを学校
の授業での活用を視野に入れた読み放題型のコンテン
ツに割き、その利用率は高いという。この仕組みは前
述した八王子市同様、各機関がうまく連携している例
であると言える。こうした運用ができるのも、電子図
書館が学校での利用に限定されているためであるが、
その反面、卒業後の利用にどうつなげるかが課題だと
市の担当者は話す（24）。高等教育においてデジタルアー
カイブやオンラインデータベースサービスなど、広義
の電子図書館サービスを使うことなども視野に入れた
継続的な活用法の構築が望まれる。 

6. おわりに
　より充実した読書活動を推進していくためには、学
校図書館の関わりは必須である。アナログからデジタ
ルまで幅広いメディアを整え、状況に応じて提供、活
用していくためにも、学校においては、学校図書館が
主導して電子図書館を導入していく必要がある。また、
電子図書館を導入することで、読み上げ機能や色反転
機能を活用したバリアフリーの観点はもちろん、洋書
等を導入することで外国語を母国語とする児童生徒等
への対応も可能である。さらにマルチアクセスが可能
になれば、授業等での幅広い活用が期待できる。最近

は ICT を活用した児童生徒のアウトプットも多様化
している。例えば児童生徒の作品を電子化し、電子図
書館で所蔵し提供していくような新たなアプローチも
可能である。郷土資料はもちろんのこと、児童生徒の
作品も重要なデジタルアーカイブとして残すことも視
野に入れて、学校教育における電子図書館活用を考え
ていくことも必要ではないだろうか。
　時代の変化に合わせ、幅広い読書環境を構築してい
くことは必須である。今後の電子図書館のさらなる充
実と学校図書館が主導する公立図書館との連携を期待
する。
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